










































































約 2500 万元以上である。標準炭の年間節約量は約 5.3 万トンで、二酸化炭
素の排出量は約19.95 万トンで、森林の伐採を約 5.4 万立方メートル減らし、
都市と農村の家庭を照らすことができる３。主要な長所を筆者は 3 点あること
２ 電気事業連合会 「2017年主要国発電電力量の構成比」



























スラモデル S のバッテリーは 500kgを超えている。したがって容易にバッテ
リーは交換できるものではないので、専門の整備工場やディーラーに依頼す
る必要がある。
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リビルトの現状としては、主に電炉メーカーにて鉄リサイクルされている。
しかしリビルトの技術は未熟である。各社のバッテリーは、サイズや重量は
異なり、現状では規格は共有されてない。したがって、自社製品を生産者
が直接回収するか、指定工場に回収してリサイクルするのが主流である。リ
チウムバッテリーのリビルトはまだ発展途上にあり、現状ではリビルトよりも
バッテリーのリユースを優先させる方が確実である。
本論文を通して、現時点では、「消費型社会」から「循環型社会」への転
換の過程で、自動車会社ごとで更なる技術革新を行っていくことで、電気自
動車は現代社会において巨大な影響をもたらすことが期待される。ここで
は、2 点の視点から指摘しておきたい。
第一は、クリーン発電といっても、設備を建設する時に、事前に情報共
有および環境アセスメントは考慮すべきだと考える。勝田（2013）によると、
原子力で発電する場合では、研究機関や民営企業がそれぞれの独自の技術
が異なっても、リスク情報と分析に関しては情報を統一的に行う方が合理的
である。何故ならば、放射線に関するリスクは日常生活にはよく知られてない
為、事故を完全に防ぐことは困難だが、万が一事故が起こった場合は、ど
うやって放射性物質のリスクをできる限り減少させることは住民にも知る権利
を持っていると思われる。即ち、前述した水上発電所だろうか、原子力発電
所だろうか、短時間では目に見えない環境崩破壊の予防に対して、設備の建
設などで環境に与える影響も事前に調べるべきだ。また、原子力発電のよう
な蒸気によってタービンを回す発電は、大量の熱を利用するため、排出され
る熱が環境を変化させてしまう現状も環境問題の一つになってきた。
第 2 は、購入時だけでなく、電気自動車を回収する際にも、補助金を出す
べきだと考える。前述したように、現時点では電気自動車のリサイクルコスト
まだ高い。これから電気自動車の寿命の時期を迎え、保有者の取替意欲を
促進するために、回収する時点でも、政府や地方自治体は補助金を出してく
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れれば、不法投棄の動機は大幅に下がると考えられる。これから電気自動
車の普及に伴い、国や地方自治体はどの程度まで介入してくるのか、電気自
動車の普及にともなう負の面を克服し、地球に負荷を与えない循環型社会の
実現が期待されるところである。
